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2027 年横浜国際園芸博覧会における 

建築基準法第 85 条第６項及び第７項の規定に基づく仮設興行場等の許可基準 
 

 

制  定 令和●年●月●日（建建企第●●●号局長決裁） 

（趣旨） 

 本基準は、2027 年横浜国際園芸博覧会のために建築する建築物について、建築基準法

（昭和 25 年法律第 201 号。以下「法」という。）第 85 条第６項及び第７項の規定に基

づく仮設興行場等の許可をする際の、特定行政庁が安全上、防火上及び衛生上支障がな

いと認めるもの（以下「仮設建築物」という。）の基準を定めるものとする。 

 

（用語の定義） 

 この基準における用語の定義は、法及び建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338

号。以下「令」という。）の例による。 

 

（適用の範囲） 

 この基準は、2027 年横浜国際園芸博覧会のために建築する仮設建築物に適用する。 

 

(許可基準等) 

１ 法 85 条第６項及び第７項に基づく仮設建築物の基準は、次の基準に適合すること。 

 

（１）存続期間は、当該仮設建築物に必要な期間以内であること。 

  

（２）敷地は、周囲に広い空地を有すること又は建築物の出入り口から道路に通じる避難

上有効な通路を設けること等（以下（８）において「広い空地等」という。）によ

り、法第 43 条に適合している場合と同等以上の避難上の措置を講じること。 

 

（３）存続期間が３か月を超える仮設建築物は、法第 22 条から法第 23 条の規定に適合す

ること。ただし、火気を使用する場合には、存続期間にかかわらず法 22 条に適合す

ること。 

 

（４）別表（あ）欄に掲げる仮設建築物は、それぞれ存続期間が１年以内のものは同表

（い）欄、存続期間が１年を超えるものは同表（う）欄に掲げるものとすること。 

 

（５）調理室その他の室で、こんろその他火を使用する設備又は器具を設けたものは、そ

の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料ですること。 

 

（６）仮設建築物の周囲には、３ｍ以上の幅の空地を設けること。ただし、延べ面積の合

計が 500 ㎡以内の建築物は、一の建築物とみなすことができる。 
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（７）特殊建築物で不特定多数のものが使用する仮設建築物とする場合には、避難上有効

な出口を２以上設け、かつ、その主たる用途に供する居室（当該居室の床面積が 30

㎡を超えるものに限る。）から出口に通ずる避難上有効な通路を当該各居室ごとに２

以上設けなければならない。 

 

（８）特殊建築物で不特定多数のものが使用する仮設建築物の敷地内には、前号に規定す

る出口から広い空地等に通ずる幅員 1.5ｍ以上の通路を設けること。 

 

（９）避難階以外の階を不特定多数のものが使用する用途に供する建築物とする場合、当

該用途に供する居室を有する階から避難階又は地上に通ずる直通階段を２以上設ける

こと。ただし、当該用途に供する居室の床面積の合計が、避難階の直上階にあっては

200 ㎡未満、その他の階にあっては 100 ㎡未満の階を除く。 

 

（10）仮設建築物の最高の高さは 15ｍを超えないこと。 

 

（11）主要構造部（令第 109 条の４に定める部分に限る。）は不燃材料とすること。 

 

（12）令第 114 条第２項に掲げる用途に供する部分については、その防火上主要な間仕切

壁を準耐火構造とし、小屋裏又は天井裏に達せしめること。 

 

２ １の基準に適合し、かつ、存続期間が１年を超えて３年以内のものについては、個々

の案件について既に建築審査会が同意したものとして許可することができる。 

 

３ 市長が、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、１の基準によらない

ことができる。 

   

 

附則  

この基準は、令和６年●月●日より施行する。 
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別表 

 （あ） （い）存続期間が１年以内のもの （う）存続期間が

１年を超えるもの 

(１) 法第 27 条第１項各号

及び第２項各号に掲げ

る特殊建築物 

次のいずれかに該当する建築物 

ア 主要構造部（令第 109 条の４

で定める部分に限る。以下同

じ。）が木造、プラスチックそ

の他の可燃材料でつくられたも

ので、外壁及び軒裏で延焼の恐

れのある部分を防火構造とした

もの 

イ 主要構造部がアに掲げる可燃

材料に該当しない材料で作られ

たもの  

準耐火建築物 

(２) 法第 27 条第３項各号

に掲げる特殊建築物 

（い）欄に同じ 

 


